
 
山口市 

報 道 資 料 
令和７年３月３１日 

１ 件  名 
辞令交付式 

（地域活性化起業人制度を活用した民間人材の受入） 

２ 内  容 

 このたび、本市は総務省が推進する「地域活性化起業人」制度を活用し、中森

農産株式会社から社員１名の受入をすることといたしました。 

配属先となる農林水産部阿東農林振興事務所において、民間企業のノウハウや

知見を活用し、農山村エリアの活力向上に向けた取組等を推進します。 

 つきましては、次のとおり辞令交付式を実施いたします。 

 

＜辞令交付式＞ 

 （１）日 時 令和７年４月１日（火）１１時４０分から１１時５５分まで 

 （２）場 所 山口市役所 市長応接室 

 （３）交付者 山口市長 

 

＜概要＞ 

１ 受入所属 

  農林水産部阿東農林振興事務所 

 

２ 派遣社員 

（１）氏  名   中田 紘平（なかだ こうへい） 

（２）年  齢   ２５歳（令和７年４月１日現在） 

（３）派遣元企業   中森農産株式会社 

（４）派遣期間   令和７年４月１日～令和８年３月３１日（最長３年） 

 

３ 派遣元企業概要（ＨＰ抜粋） 

 （１）本社所在地   埼玉県加須市戸川７９７番地１ 

 （２）代 表 者   代表取締役 中森 剛志 

 （３）設  立   平成２９年２月１６日 

 （４）従業員数   １９人 

 （５）事業内容   農産物の生産・加工・販売 

農作業の受託 

農産物の貯蔵及び運搬 

 （６）Ｈ  Ｐ   https://www.nai.organic/ 

 



 
山口市 

 

４ 業務内容 

（１）水田の高度利用体制の確立 

    現行の阿東地域は、水稲の単作が中心。企業人の所属企業が有するノウハウ

の活用による水稲の再生二期作（２作目を移植しない二期作）、水稲・麦・大

豆等の二毛作・２年３作・３年５作などのブロックローテーションのモデル化

とその推進。 

（２）地域農業の持続性確保 

    企業人の所属企業が有するノウハウの活用に新たな担い手の確保・育成や集

落営農法人等を存続させるためのコンサルティング活動 

（３）その他農業に付随する業務 

    有機栽培、農業ＤＸ等を含めた技術・経営ノウハウの提供 

（４）その他市長が必要と認める業務 

 

５ 地域活性化起業人制度の概要 

別紙のとおり 

 

６ 受入実績 

西日本旅客鉄道株式会社 １名（令和３年６月１日～令和５年３月３１日） 

株式会社アイシン    １名（令和５年９月１日～） 

  株式会社ＪＴＢ     １名（令和６年４月１日～令和７年３月３１日） 

 

問い合わせ 

【辞令交付式に関すること】 

総務部職員課人事研修担当 

  ℡ ０８３－９３４－２７２７（直通）（内線２２４３） 

【地域活性化起業人に関すること】 

農林水産部阿東農林振興事務所 

  ℡ ０８３－９５６－０９８４（直通） 

 



地域活性化起業人（企業人材派遣制度）

対象者 三大都市圏に所在する企業等の社員（在籍派遣）
※三大都市圏に本社機能を有する企業等については派遣時に 三大都市圏に勤務することを要しない

受入団体

期 間 ６ヵ月 ～ ３年

社会貢献マインド
人材の育成・キャリアアップなど

⇒ 民間企業の新しい形の社会貢献
⇒ 多彩な経験を積ませることによる人材育成・キャリアアップ
⇒ 経験豊富なシニア人材の新たなライフステージを発見

民間のスペシャリスト人材
を活用した地域の課題解決へのニーズ

⇒ 民間企業において培った専門知識・業務経験・人脈・
ノウハウを活用

⇒ 外部の視点・民間の経営感覚・スピード感覚を得ながら
取組を展開

自治体 民間企業

○ 地方公共団体が、三大都市圏に所在する民間企業等の社員を一定期間受け入れ、そのノウハウや知見を活かしながら

地域独自の魅力や価値の向上等につながる業務に従事してもらい、地域活性化を図る取組に対し特別交付税措置。

活動内容（例） 地域活性化に向けた幅広い活動に従事

特別交付税
措 置

○派遣元企業に対する負担金など起業人の受入に要する経費 上限額 年間５６０万円／人

○起業人の受入準備経費 上限額 年間１００万円（措置率０．５）／団体
（派遣元企業に対する募集・PR、協定締結のために必要となる経費）

○起業人が発案・提案した事業に要する経費 上限額 年間１００万円（措置率０．５）／人

○観光振興 ○ICT分野（デジタル人材）

○地域経済活性化（中小企業のハンズオン支援）

①３大都市圏外の市町村

②３大都市圏内の市町村のうち、条件不利地域を有する市町村、定住自立圏に取り組む市町村

及び人口減少率が高い市町村

○地域産品の開発・販路拡大

○中心市街地活性化

（協定締結）

1,432市町村

等


